
連結財務諸表

当行の会社法第444条に定める連結計算書類につきましては、会社法第396条第1項の規定に基づき、
東陽監査法人の監査を受けております。

また、当行の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書につきましては、金融商品取引法第193条の2第
1項の規定に基づき、東陽監査法人の監査証明を受けております。

連結貸借対照表

科　目 令和６年度
（令和7年3月31日）

令和７年度
（令和8年3月31日）

（負債の部）
預金 1,151,605 1,166,845
借用金 102,190 63,630
外国為替 49 10
その他負債 6,754 7,871
役員賞与引当金 5 5
退職給付に係る負債 1,603 1,546
役員退職慰労引当金 387 402
偶発損失引当金 99 103
繰延税金負債 7 543
再評価に係る繰延税金負債 721 692
支払承諾 458 57

負債の部合計 1,263,883 1,241,709
（純資産の部）

資本金 5,481 5,481
資本剰余金 1,487 1,872
利益剰余金 35,339 36,960

株主資本合計 42,308 44,314
その他有価証券評価差額金 3,276 5,182
繰延ヘッジ損益 0 0
土地再評価差額金 1,060 1,004
退職給付に係る調整累計額 82 127
その他の包括利益累計額合計 4,418 6,315
非支配株主持分 435 −

純資産の部合計 47,163 50,629
負債及び純資産の部合計 1,311,047 1,292,338

科　目 令和６年度
（令和7年3月31日）

令和７年度
（令和8年3月31日）

（資産の部）
現金預け金 126,654 79,658
コールローン及び買入手形 505 540
買入金銭債権 1,010 1,014
有価証券 175,944 183,783
貸出金 975,306 994,507
外国為替 917 1,019
リース債権及びリース投資資産 8,156 9,211
その他資産 9,769 10,401
有形固定資産 15,048 14,721
　建物 4,629 4,426

　土地 9,600 9,475

　建設仮勘定 0 0

　その他の有形固定資産 818 818

無形固定資産 450 513
　ソフトウェア 436 473

　その他の無形固定資産 14 39

繰延税金資産 300 15
支払承諾見返 458 57
貸倒引当金 △ 3,477 △ 3,108

資産の部合計 1,311,047 1,292,338

（単位：百万円）
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連結損益計算書

科　目
令和６年度

（ 令和6年4月 1日から
令和7年3月31日まで ）

令和７年度
（ 令和7年4月 1日から

令和8年3月31日まで ）
経常収益		  18,832 24,085

資金運用収益	 11,647 15,142
貸出金利息 10,104 12,953
有価証券利息配当金 1,025 1,534
コールローン利息及び買入手形利息 27 22
預け金利息 487 628
その他の受入利息 1 2

役務取引等収益 3,336 3,297
その他業務収益 3,078 3,583
その他経常収益 771 2,061

償却債権取立益 14 11
その他の経常収益 756 2,050

経常費用 16,707 20,874
資金調達費用 820 2,466

預金利息 786 2,456
コールマネー利息及び売渡手形利息 0 0
債券貸借取引支払利息 30 6
借用金利息 0 0
その他の支払利息 2 2

役務取引等費用 2,143 2,250
その他業務費用 3,431 5,820
営業経費 9,408 9,612
その他経常費用 904 723

貸倒引当金繰入額 594 450
その他の経常費用 309 273

経常利益 2,124 3,211
特別損失 30 312

固定資産処分損 4 33
減損損失 26 158
その他の特別損失 − 120

税金等調整前当期純利益 2,094 2,898
法人税、住民税及び事業税 720 997
法人税等調整額 △ 178 △ 98
法人税等合計 542 898
当期純利益 1,552 2,000
非支配株主に帰属する当期純利益 25 35
親会社株主に帰属する当期純利益 1,526 1,964

（単位：百万円）
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連結包括利益計算書

科　目
令和６年度

（ 令和6年4月 1日から
令和7年3月31日まで ）

令和７年度
（ 令和7年4月 1日から

令和8年3月31日まで ）
当期純利益 1,552 2,000
その他の包括利益 △ 2,909 1,952

その他有価証券評価差額金 △ 2,932 1,906

繰延ヘッジ損益 △ 0 △ 0

土地再評価差額金 △ 20 −

退職給付に係る調整額 43 45

包括利益 △ 1,357 3,952
（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △ 1,382 3,916

非支配株主に係る包括利益 25 35

（単位：百万円）
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連結株主資本等変動計算書

区　分
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,481 1,487 34,197 － 41,167 
当期変動額

剰余金の配当 △399 △399
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,526 1,526 

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0 0
連結子会社株式の取得
による持分の増減 －

土地再評価差額金の取崩 14 14
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 0 1,141 － 1,141
当期末残高 5,481 1,487 35,339 － 42,308 

区　分

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 6,208 0 1,095 38 7,342 411 48,921
当期変動額

剰余金の配当 △399
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,526

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 0
連結子会社株式の取得
による持分の増減 －

土地再評価差額金の取崩 14
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △2,932 △0 △34 43 △2,924 24 △2,899

当期変動額合計 △2,932 △0 △34 43 △2,924 24 △1,757
当期末残高 3,276 0 1,060 82 4,418 435 47,163

令和6年度（自令和6年4月1日　至令和7年3月31日）
（単位：百万円）
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区　分
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,481 1,487 35,339 － 42,308
当期変動額

剰余金の配当 △399 △399
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,964 1,964

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0 0
連結子会社株式の取得
による持分の増減 384 384

土地再評価差額金の取崩 55 55
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 384 1,620 － 2,005
当期末残高 5,481 1,872 36,960 － 44,314

区　分

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 3,276 0 1,060 82 4,418 435 47,163
当期変動額

剰余金の配当 △399
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,964

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 0
連結子会社株式の取得
による持分の増減 384

土地再評価差額金の取崩 55
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,906 △0 △55 45 1,896 △435 1,460

当期変動額合計 1,906 △0 △55 45 1,896 △435 3,465
当期末残高 5,182 0 1,004 127 6,315 － 50,629

令和7年度（自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）
（単位：百万円）
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連結キャッシュ・フロー計算書

科　目
令和６年度

（ 令和6年4月1日から
令和7年3月31日まで ）

令和７年度
（ 令和7年4月1日から

令和8年3月31日まで ）
Ⅰ	 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,094 2,898
減価償却費 780 716
減損損失 26 158
貸倒引当金の増減（△） 337 △ 368
役員賞与引当金の増減額（△は減少） 0 0
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 21 9
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 35 14
偶発損失引当金の増減（△） 21 3
資金運用収益 △ 11,647 △ 15,142
資金調達費用 820 2,466
有価証券関係損益（△） 647 956
為替差損益（△は益） 0 △ 0
固定資産処分損益（△は益） △ 7 33
貸出金の純増（△）減 △ 19,236 △ 19,200
預金の純増減（△） △ 7,343 15,240
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 21,460 △ 38,560
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 31 △ 419
コールローン等の純増（△）減 58 △ 39
外国為替（資産）の純増（△）減 △ 87 △ 101
外国為替（負債）の純増減（△） 11 △ 39
リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 △ 1,214 △ 1,055
資金運用による収入 11,330 14,496
資金調達による支出 △ 572 △ 1,845
その他 3,375 159
　　　　　小　　計 △ 41,976 △ 39,619
法人税等の支払額 △ 183 △ 918
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 42,160 △ 40,538

Ⅱ	 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 71,907 △ 54,620
有価証券の売却による収入 27,350 37,226
有価証券の償還による収入 14,181 11,612
有形固定資産の取得による支出 △ 436 △ 374
有形固定資産の除却による支出 △ 9 －
有形固定資産の売却による収入 44 2
無形固定資産の取得による支出 △ 102 △ 238
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 30,880 △ 6,390

Ⅲ	 財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出 △ 0 △ 0
自己株式の売却による収入 0 0
配当金の支払額 △ 399 △ 399
非支配株主への配当金の支払額 △ 1 △ 1
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 － △ 86
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 400 △ 486

Ⅳ	 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 0 0
Ⅴ	 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 73,441 △ 47,415
Ⅵ	 現金及び現金同等物の期首残高 198,011 124,569
Ⅶ	 現金及び現金同等物の期末残高 124,569 77,154

（単位：百万円）
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注記事項（令和7年度）
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
１.	 連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社　2社
　但銀ビジネスサービス株式会社
　但銀リース株式会社

⑵　非連結子会社
　該当ありません。

２.	 持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。
⑵　持分法適用の関連会社

　該当ありません。
⑶　持分法非適用の非連結子会社

　該当ありません。
⑷　持分法非適用の関連会社

　該当ありません。
３.	 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は次のとおりであります。
　　3月末日　2社

４.	 会計方針に関する事項
⑴　商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）に
より行っております。

⑵　有価証券の評価基準及び評価方法
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法
により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法
により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。

⑶　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

⑷　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年4月1日以後に取得した建物
（建物附属設備を除く。）並びに2016年4月1日以後に取得した建物附属設備及
び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物　　5年～50年
　その他　2年～20年
　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主と
して定額法により償却しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（5年）に基づいて
償却しております。

③　リース資産　
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固
定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却し
ております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあ
るものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

⑸　貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し
ております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」
という｡）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」とい
う｡）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿
価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に
陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権
については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額（以下「非保全額」という。）のうち、債務者の支払能力を総合的
に判断し必要と認める額を計上しております。
　破綻懸念先で非保全額が一定額以上の大口債務者のうち、債務者の状況を総合
的に判断してキャッシュ・フローによる回収可能額を合理的に見積もることが可
能な債務者に対する債権については、非保全額から当該回収可能額を控除した残
額を貸倒引当金とする方法により計上しております。
　上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間
の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実
績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実
施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額か
ら担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取
立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は1,987百万円であ
ります。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案し
て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

⑹　役員賞与引当金の計上基準
　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の
支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

⑺　役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対
する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認
められる額を計上しております。

⑻　偶発損失引当金の計上基準
　偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、
将来発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる額を計上しておりま
す。

⑼　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務
費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。
　過去勤務費用：発生年度に全額を損益処理
　数理計算上の差異：�各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞ
れ発生の翌連結会計年度から損益処理

　なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用
しております。

⑽　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準　
　当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を
付しております。

⑾　収益及び費用の計上基準　
　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

⑿　重要なヘッジ会計の方法
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の
方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 令和2年10月8日）に
規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外
貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引
及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債
務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ
とによりヘッジの有効性を評価しております。

⒀　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現
金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

（重要な会計上の見積り）
１.	 貸倒引当金
　⑴　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額
　　　貸倒引当金　　　　 　� 3,108百万円
　⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　①　算出方法
　　　�　貸倒引当金の算出方法は、「注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項）」の4．「⑸ 貸倒引当金の計上基準」に記載しております。
　　②　主要な仮定
　　　�　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であ

ります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者
の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。

　　③　翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響
　　　�　債権の評価には経営者が管理不能な不確実性が含まれております。このた

め、予測不能な前提条件の変化等により債権の評価が変動する可能性があり、
この場合には、将来当行及び連結子会社が貸倒引当金を増額又は減額する可能
性があります。

（未適用の会計基準等）
・	「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　令和6年9月13日）
・	「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　令和6年9

月13日）等
　⑴　概要
　　�　国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上

する等の取扱いを定めるものであります。
　⑵　適用予定日
　　�　令和10年3月期の期首より適用予定であります。
　⑶　当該会計基準等の適用による影響
　　�　影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

（連結貸借対照表関係）
１.	 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次の

とおりであります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本
の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社
債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸
出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘
定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合の
その有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

　　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　� 4,432百万円
　　　危険債権額　　　　　　　　　　　　　　　 　� 8,716百万円
　　　三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　 　　　　　� −百万円
　　　貸出条件緩和債権額� 58百万円
　　　合計額　　　　　　　　　　　　　　　 　　� 13,207百万円

　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手
続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権であります。

　　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営
成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

　　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅
延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当
しないものであります。

　　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金
利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三
月以上延滞債権に該当しないものであります。

　　 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
２.	 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上

の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号　令和4年3月17日）
に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買
入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有してお
りますが、その額面金額は次のとおりであります。� 408百万円
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３.	 担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
　　　　　有価証券 � 41,939百万円
　　　　　貸出金 � 86,124百万円
　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　 � 128,064百万円
　　　担保資産に対応する債務
　　　　　預金 � 681百万円
　　　　　借用金 � 63,500百万円
　�　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、次のものを差し入れております。
　　　有価証券 � 1,182百万円
　　　その他資産 　� 6,000百万円
　�　また、その他資産には、保証金が含まれておりますが、その金額は次のとおりであ

ります。
　　　保証金 � 513百万円
４.	 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実

行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定
の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融
資未実行残高は次のとおりであります。

　　　融資未実行残高 � 220,321百万円
　　　　うち原契約期間が1年以内のもの � 220,047百万円
　�　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未

実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の
保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶
又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、
契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も
定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契
約の見直し、与信保全上の措置等を講じております｡

５.	 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、当行
の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相
当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額
を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価を行った年月日　　　平成10年3月31日
　　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　　
　　　�　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第

2条第4号に定める方法に基づいて、奥行価格補正等の合理的な調整を行って
算出。

　　�　同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の期末における時価の合
計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

� 1,847百万円
６.	 有形固定資産の減価償却累計額� 14,162百万円
７.	 有形固定資産の圧縮記帳額� 308百万円
		  （当該連結会計年度の圧縮記帳額� −百万円）
８.	「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によ

る社債に対する保証債務の額 � 1,760百万円

（連結損益計算書関係）
１.	 その他の経常収益には、次のものを含んでおります。
　　　株式等売却益� 1,135百万円
２.	 営業経費には、次のものを含んでおります。
　　　給与・手当� 3,423百万円
３.	 その他の経常費用には、次のものを含んでおります。
　　　貸出金償却� 41百万円
４.	 減損損失
　　譲渡・移転等の決定に伴い除却を予定している資産について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、158百万円を減損損失として特別損失に計上しております。
地域 主な用途 種類 減損損失

兵庫県内 営業店舗等　5か所 土地・建物・その他 158百万円
　グルーピングの方法
　　�　当行では、営業店舗等を基礎として、キャッシュ・フローの相互補完性に基づい

た一定の地域等をグルーピングの単位としております。遊休資産等については、
各々独立した単位として取扱っております。また、本部、社宅等については、独立
したキャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としております。

　回収可能価額の算定方法
　　�　回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、路線価等の市場価格を適

切に反映している価額により算定しております。ただし、移転の決定に伴い除却
を予定している資産については回収可能価額を零としております。

（連結包括利益計算書関係）
その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

その他有価証券評価差額金
当期発生額 1,187百万円
組替調整額 1,589百万円

法人税等及び税効果調整前 2,776百万円
法人税等及び税効果額 △870百万円
その他有価証券評価差額金 1,906百万円

繰延ヘッジ損益
当期発生額 2百万円
組替調整額 △2百万円

法人税等及び税効果調整前 △0百万円
法人税等及び税効果額 0百万円
繰延ヘッジ損益 △0百万円

退職給付に係る調整額
当期発生額 36百万円
組替調整額 29百万円

法人税等及び税効果調整前 66百万円
法人税等及び税効果額 △20百万円
退職給付に係る調整額 45百万円

その他の包括利益合計 1,952百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）
１.	 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
� （単位：千株）

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計
年度末株式数 摘要

発行済株式
　普通株式 79,875 − − 79,875
　　合　計 79,875 − − 79,875
自己株式
　普通株式 − 3 3 − （注）
　　合　計 − 3 3 −

（注）�自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによる増加、減少は単元未満株
式の売渡しによる減少であります。

２.	 配当に関する事項
　⑴　当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

令和7年6月27日
定時株主総会 普通株式 199 2.5 令和7年

3月31日
令和7年
6月30日

令和7年11月21日
取締役会 普通株式 199 2.5 令和7年

9月30日
令和7年

12月10日

　⑵�　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計
年度の末日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日
令和8年6月26日
定時株主総会 普通株式 199 利益剰余金 2.5 令和8年

3月31日
令和8年
6月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係
現金預け金勘定 79,658百万円
定期預け金 △1,274百万円
その他の預け金 △1,230百万円
現金及び現金同等物 77,154百万円

（金融商品関係）
１.	 金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当行グループは、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務など銀行業を中心に事
業を行っており、預金により調達した資金を取引先の企業や個人等に対する貸出
金及び国内債券を中心とした有価証券により運用しております。貸出金は、安全
性・収益性・成長性・公共性の基本原則に則り、地元の中小企業等や地方公共団体
の資金需要に対し適切に対応するとともに、個人ローンについては住宅ローンを
中心に積極的に推進することとしております。有価証券は、長期・安定的な利息収
入を得ることを最重点とし、キャピタルゲインを目的とした短期投資は抑制する
こととしております。また、デリバティブ取引は、安定的な収益を確保するための
リスクヘッジ取引として行うこととしております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　当行グループが保有する金融資産は主として貸出金及び有価証券であり、金融
負債は主として預金、借用金であります。
　貸出金は、地元の中小企業等に対する事業性貸出金、個人に対する住宅ローン
及び地方公共団体向け貸出金が大部分を占めておりますが、信用供与先の財務状
況の悪化等による契約不履行によってもたらされる資産価値の減少ないし消失
を被る信用リスクが存在しております。
　有価証券は、主に国内債券及び国内株式により運用しておりますが、金利、株式
価格、為替等のさまざまな市場の変動により保有する有価証券の価値が変動する
価格変動リスク及びそれぞれの発行体の信用リスクが存在しております。
　預金は、地元の個人顧客を中心として安定的な資金調達を行っておりますが、
予期しない資金の流出等により必要な資金確保が困難となる流動性リスクが存
在しております。
　借用金は、日本銀行からの借入金により調達しておりますが、資金供給量が圧
縮される場合などは、安定した調達ができなくなる可能性があります。
　また、金融資産と金融負債の金利又は期間のミスマッチが存在するなかで、金
利が変動することにより資産・負債の価値が変動あるいは収益が変動する金利リ
スクが存在しております。
　デリバティブ取引は、主に外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レートの変動
リスクを回避する目的で為替予約取引を行っておりますが、取引相手先の債務不
履行によってもたらされる信用リスクが存在しております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスクの管理

　当行グループは、「信用リスク管理方針」、「信用リスク管理規程」等の内部規
程に従い、個々の与信取引に係る信用リスクについては、与信限度額、貸出稟
議、信用格付、抵当物件管理、経営改善指導など与信管理に関する体制を整備
し、営業店のほか審査部により管理しております。
　また、貸出金全体の信用リスクについては、リスク統括部において、「信用リ
スク情報統合サービス（CRITS）」を用いてリスク量を計測するとともに、特定
業種、特定大口先に対する信用集中リスクを算出し、それぞれ自己資本比率へ
の影響度を把握することなどにより管理しております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、審査部において、信用情報や時
価の把握を定期的に行うことにより管理しております。

　②　市場リスクの管理
　当行グループは、「市場リスク管理方針」、「市場リスク管理規程」等の内部規
程に従い、金利リスク、価格変動リスクについてはリスク統括部においてバリ
ュー・アット・リスク（VaR）を用いてリスク量を把握するとともに、マチュリテ
ィ・ギャップ分析及びシミュレーション分析により今後3年間の資金利益の変
動額を算出し金利リスクの影響額を管理しております。為替リスクについて
は、経理部において総合外国為替ポジションを日々スクウェアとなるよう管理
しております。
　また、定期的に開催する「ALM委員会」において、金利リスク、価格変動リス
ク、為替リスク等についてリスクの計量・分析結果の報告を受け、市場リスク管
理の適切性等について協議しております。
　当行の市場リスク量として使用しているVaRの算出にあたっては、分散共分
散法（保有期間：リスク特性により3か月から1年、信頼区間：99%、観測期間:リ
スク特性により1年から5年）を採用しております。
　令和8年3月31日における市場リスク量（損失額の推計値）の合計は、5,998
百万円であります。なお、当行では内部管理上、政策投資株式のVaRについて
は、VaRから政策投資株式の評価損益を差し引いた額をリスク量として管理し
ております。
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　ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率
での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変
する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

　③　流動性リスクの管理
　当行グループは、「流動性リスク管理方針」、「流動性リスク管理規程」等の内
部規程に従い、経理部において資金の運用・調達状況を日々把握し、資金ポジシ
ョンの適切な管理を行うとともに、保有資産の流動性の確保や調達手段の多様
化を図ることなどにより管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な
る前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

２.	 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、
市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参
照）。また、現金預け金、買入金銭債権、コールローン及び買入手形、外国為替（資産・
負債）は、短期間で決済されるものが大半を占めており、時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略しております。

� （単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時　価 差　額
⑴　有価証券 182,053 182,013 △39
　①　満期保有目的の債券 2,198 2,159 △39
　②　その他有価証券 179,854 179,854 −
⑵　貸出金 994,507
　　貸倒引当金（※） △3,049

991,458 985,148 △6,309
資　産　計 1,173,511 1,167,162 △6,348

⑴　預金 1,166,845 1,166,713 △132
⑵　借用金 63,630 63,630 −

負　債　計 1,230,475 1,230,343 △132
（※） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注1�）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりで
あり、金融商品の時価情報の「その他有価証券」には含めておりません。

� （単位：百万円）
区　　　　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（※1） 43
組合出資金（※2） 1,686

（※1�）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第
19号　令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（※2�）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31
号　令和3年6月17日）第24－16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注2）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

有価証券 22,913 40,750 44,787 20,448 31,183 9,732
　満期保有目的の債券 820 945 420 10 － －
　　うち地方債 110 195 120 10 － －
　　　　社債 710 750 300 － － －
　その他有価証券のうち満期があるもの 22,093 39,805 44,367 20,438 31,183 9,732
　　うち国債 11,400 25,500 23,000 14,500 23,500 －
　　　　地方債 8,979 8,278 21,142 5,638 3,183 3,532
　　　　社債 1,713 6,026 224 300 4,500 6,200
貸出金（※） 210,228 133,270 118,863 77,204 89,932 349,500
合　　計 233,142 174,020 163,650 97,653 121,115 359,233

（※�）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない
13,144百万円、期間の定めのないもの2,363百万円は含めておりません。

（注3）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
� （単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預金（※） 1,105,246 55,400 6,199 － － －
借用金 56,560 7,070 － － － －

合　計 1,161,806 62,470 6,199 － － －
（※）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。

３.	 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応
じて、以下の３つのレベルに分類しております。
　レ�ベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場
価格により算定した時価

　レ�ベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レ�ベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した
時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ
らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最
も低いレベルに時価を分類しております。

　⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
� （単位：百万円）

区　分 時　　価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券（その他有価証券） 111,540 68,313 − 179,854
　うち国　債 93,245 − − 93,245
　　　地方債 − 47,282 − 47,282
　　　社　債 − 18,601 − 18,601
　　　株　式 18,294 − − 18,294
　　　その他 − 2,430 − 2,430
資　産　計 111,540 68,313 − 179,854

　⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
� （単位：百万円）

区　分 時　　価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券（満期保有目的の債券） − 432 1,726 2,159
　うち地方債 − 432 − 432
　　　社　債 − − 1,726 1,726
貸出金　 − − 985,148 985,148
資　産　計 − 432 986,875 987,308
預　金 − 1,166,713 − 1,166,713
借用金 − 63,630 − 63,630
負　債　計 − 1,230,343 − 1,230,343

（注1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　資　産
　　有価証券

　有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるもの
はレベル１の時価に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれま
す。
　公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の
時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。また、市場にお
ける取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参
加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額
を時価とし、レベル２の時価に分類しております。
　相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの現在価値技法な
どの評価技法を用いて時価を算定しております。評価に当たっては観察可能なイ
ンプットを最大限利用しており、インプットにはスワップレート、信用スプレッ
ド等が含まれます。算定に当たり重要な観察できないインプットを用いている場
合には、レベル３の時価に分類しております。主に自行保証付私募債がこれに含
まれます。

　　貸出金
　貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利
金の合計額を市場金利に信用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を
算定しております。このうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映す
るため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない場合は時価と帳簿価額
が近似していることから、帳簿価額を時価としております。また、破綻先、実質破
綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額
等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸
借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似してい
ることから、当該価額を時価としております。当該時価はレベル３の時価に分類
しております。

　負　債
　　預金

　要求払預金について、連結決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金
額を時価としております。また、定期預金については、一定の期間ごとに区分し
て、将来キャッシュ･フローを割り引いた割引現在価値により時価を算定してお
ります。割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。
なお、預入期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル2の時価に分類して
おります。

　　借用金
　借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行
及び連結子会社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿
価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固
定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の将来キャッシュ・
フローを市場金利に当行のプレミアムを加味した利率で割り引いた現在価値を
時価としております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。

（退職給付関係）
１.	 採用している退職給付制度の概要

　当行及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用してお
ります。また、確定拠出制度として企業型の確定拠出年金制度を採用しております。
　なお、連結子会社の退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退
職給付費用を計算しております。

２.	 確定給付制度
　⑴　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
� （単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
退職給付債務の期首残高 1,603
　勤務費用 129
　利息費用 19
　数理計算上の差異の発生額 △96
　退職給付の支払額 △109
退職給付債務の期末残高 1,546

　⑵�　退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債
の調整表

� （単位：百万円）
区　　　　分 金　　　　額

非積立型制度の退職給付債務 1,546
連結貸借対照表に計上された負債の純額 1,546
退職給付に係る負債 1,546
連結貸借対照表に計上された負債の純額 1,546

　⑶　退職給付費用及びその内訳項目の金額
� （単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
勤務費用 129
利息費用 19
数理計算上の差異の費用処理額 △29
確定給付制度に係る退職給付費用 118
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　⑷　退職給付に係る調整額
　　�　退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は

次のとおりであります。
� （単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
数理計算上の差異 66

合　　計 66

　⑸　退職給付に係る調整累計額
　　�　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内

訳は次のとおりであります。
� （単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額
未認識数理計算上の差異 186

合　　計 186

　⑹　数理計算上の計算基礎に関する事項
　　　主要な数理計算上の計算基礎

割引率 主として2.4%
３.	 確定拠出制度

　当行及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度31百万円
であります。

（ストック・オプション等関係）
　該当ありません。

（税効果会計関係）
１.	 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産
　　貸倒引当金 1,154百万円
　　退職給付に係る負債 486百万円
　　役員退職慰労引当金 126百万円
　　減価償却費 62百万円
　　その他 342百万円
　繰延税金資産小計 2,172百万円
　評価性引当額 △342百万円
　繰延税金資産合計 1,829百万円
　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 △2,340百万円
　　その他 △16百万円
　繰延税金負債合計 △2,356百万円
　納税主体ごとに相殺し、連結貸借対照表に計上した純額
　　繰延税金資産 15百万円
　　繰延税金負債 △543百万円
２.	 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.58%

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.15%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.10%
住民税均等割等 0.84%
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 △0.43%
評価性引当額 2.54%
賃上げ促進税制による税額控除 △1.38%
過年度法人税等 △0.00%
その他 △0.20%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.00%

（企業結合等関係）
　共通支配下の取引等
　　当行による連結子会社株式の追加取得
１.	 取引の概要
　⑴　結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 事業の内容
但銀リース株式会社 リース業

　⑵　企業結合日
　　　令和8年1月20日（株式取得日）
　　　令和8年3月31日（みなし取得日）
　⑶　企業結合の法的形式
　　　非支配株主からの株式取得
　⑷　結合後企業の名称
　　　変更ありません。
　⑸　その他取引の概要に関する事項
　　�　お客さまのニーズがますます多様化かつ高度化するなか、グループ一体となっ

た総合金融サービスの更なる充実を図るため、当行は非支配株主が保有する但銀
リース株式会社の株式取得を行いました。この結果、但銀リース株式会社に対す
る当行の議決権比率は100％となりました。

２.	 実施した会計処理の概要
　　�　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年1月16日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適
用指針第10号　平成31年1月16日）に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支
配株主との取引として処理しております。

３.	 子会社株式の追加取得に関する事項
　　取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　取得の対価　　　現金預け金 86百万円
　　取得原価 86百万円

４.	 非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項
　⑴　資本剰余金の変動要因
　　　子会社株式の追加取得
　⑵　非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額� 　　　　384百万円

（資産除去債務関係）
　資産除去債務につきましては、重要性が乏しいため記載を省略しております。

（収益認識関係）
　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「セグメント情報等」に記載のとお
りであります。

（関連当事者情報）
　関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

（1株当たり情報）
1株当たり純資産額 633円85銭
1株当たり当期純利益 24円59銭

（注）１．1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
純資産の部の合計額（百万円） 50,629
純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） −
普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 50,629
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数（千株） 79,875

（注）2．1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
1株当たり当期純利益
　親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 1,964
　普通株主に帰属しない金額 百万円 −
　�普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 1,964
　普通株式の期中平均株式数 千株 79,874

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないので記載しておりませ
ん。

（重要な後発事象）
　該当事項はありません。
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２.	 地域ごとの情報
　⑴　経常収益

　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益
計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

　⑵　有形固定資産
　当行グループは、本邦以外に所在している有形固定資産がありませんので記載
しておりません。

３.	 主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占める
ものがないため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）
１.	 サービスごとの情報
� （単位：百万円）

貸出業務 有価証券
投資業務

役務取引
業務 リース業務 その他 合　計

外部顧客に対す
る経常収益 12,964 2,670 3,297 3,497 1,655 24,085

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２.	 地域ごとの情報
　⑴　経常収益

　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益
計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

　⑵　有形固定資産
　当行グループは、本邦以外に所在している有形固定資産がありませんので記載
しておりません。

３.	 主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占める
ものがないため、記載を省略しております。　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
前連結会計年度（自令和6年4月1日　至令和7年3月31日）
� （単位：百万円）

報告セグメント その他 合計銀行業 リース業 計
減損損失 26 － 26 － 26

   
当連結会計年度（自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）
� （単位：百万円）

報告セグメント その他 合計銀行業 リース業 計
減損損失 158 － 158 － 158

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　該当事項はありません。

セグメント情報等
【セグメント情報】
１.	 報告セグメントの概要

　当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財
務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するた
めに、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　当行グループは、銀行業務を中心にリース業務などの金融サービスに係る事業を
行っております。
　したがって、当行グループは銀行業務を基礎とした金融サービス別のセグメント
から構成されており、「銀行業」、「リース業」の2つを報告セグメントとしておりま
す。

２.	 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の
算定方法
　報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項」における記載と同一であります。
　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。
　セグメント間の内部経常収益は、一般的な取引と同様の条件で行っております。

３.	 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に
関する情報並びに収益の分解情報

　前連結会計年度（自令和6年4月1日　至令和7年3月31日）
� （単位：百万円）

報告セグメント その他 合計 調整額 連結財務
諸表計上額銀行業 リース業 計

経常収益
　顧客との契約から生じる収益 3,336 − 3,336 − 3,336 − 3,336
　その他の収益 12,468 2,994 15,462 33 15,496 − 15,496
　外部顧客に対する経常収益 15,804 2,994 18,798 33 18,832 − 18,832
　セグメント間の内部経常収益 180 269 450 35 486 △486 　−

計 15,984 3,264 19,249 69 19,319 △486 18,832
セグメント利益 2,046 75 2,122 2 2,124 △0 2,124
セグメント資産 1,310,423 10,651 1,321,075 212 1,321,288 △10,241 1,311,047
セグメント負債 1,264,478 9,780 1,274,259 28 1,274,287 △10,403 1,263,883
その他の項目
　減価償却費 772 8 781 − 781 △0 780
　資金運用収益 11,735 0 11,735 0 11,735 △88 11,647
　資金調達費用 844 87 931 − 931 △111 820
　特別損失 30 − 30 − 30 △0 30
　　（固定資産処分損） 4 − 4 − 4 △0 4
　　（減損損失） 26 − 26 − 26 − 26
　税金費用 516 24 540 1 541 0 542
　�有形固定資産及び無形固定資産の
　増加額 526 9 536 − 536 − 536

（注）	１.	 一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差異調整
につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計上額の差異について記載し
ております。

	 ２.	「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、事務代
行業、不動産賃貸業等であります。

	 ３.	「顧客との契約から生じる収益」には、企業会計基準第29号「収益認識に関する会計
基準」の対象外の収益も含まれております。

	 ４.	「セグメント利益」「セグメント資産」「セグメント負債」「減価償却費」「資金運用収益」
「資金調達費用」「特別損失」「税金費用」「有形固定資産及び無形固定資産の増加額」の調
整額は、セグメント間取引消去であります。

	 ５.	 セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
	 ６.	 有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、建設仮勘定及びソフトウェア仮勘定

の増加額は含めておりません。

　　当連結会計年度（自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）
� （単位：百万円）

報告セグメント その他 合計 調整額 連結財務
諸表計上額銀行業 リース業 計

経常収益
　顧客との契約から生じる収益 3,297 − 3,297 − 3,297 − 3,297
　その他の収益 17,256 3,497 20,753 34 20,787 − 20,787
　外部顧客に対する経常収益 20,554 3,497 24,051 34 24,085 − 24,085
　セグメント間の内部経常収益 208 265 474 39 513 △513 　−

計 20,763 3,762 24,526 73 24,599 △513 24,085
セグメント利益 3,095 108 3,204 3 3,207 3 3,211
セグメント資産 1,291,700 12,061 1,303,761 215 1,303,977 △11,638 1,292,338
セグメント負債 1,242,325 11,120 1,253,446 29 1,253,475 △11,765 1,241,709
その他の項目
　減価償却費 710 6 717 − 717 △0 716
　資金運用収益 15,257 1 15,259 0 15,259 △116 15,142
　資金調達費用 2,483 113 2,596 − 2,596 △130 2,466
　特別損失 313 − 313 − 313 △0 312
　　（固定資産処分損） 34 − 34 − 34 △0 33
　　（減損損失） 158 − 158 − 158 − 158
　　（その他の特別損失） 120 − 120 − 120 − 120
　税金費用 859 36 896 1 898 0 898
　�有形固定資産及び無形固定資産の
　増加額 584 2 586 − 586 − 586

（注）	１.	 一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差額調整
につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計上額の差異について記載し
ております。

	 ２.	「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、事務代
行業、不動産賃貸業等であります。

	 ３.	「顧客との契約から生じる収益」には、企業会計基準第29号「収益認識に関する会計
基準」の対象外の収益も含まれております。

	 ４.	「セグメント利益」「セグメント資産」「セグメント負債」「減価償却費」「資金運用収益」
「資金調達費用」「特別損失」「税金費用」「有形固定資産及び無形固定資産の増加額」の調
整額は、セグメント間取引消去であります。

	 ５.	 セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
	 ６.	 有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、建設仮勘定及びソフトウェア仮勘定

の増加額は含めておりません。

【関連情報】
前連結会計年度（令和6年4月1日　至令和7年3月31日）
１.	 サービスごとの情報
� （単位：百万円）

貸出業務 有価証券
投資業務

役務取引
業務 リース業務 その他 合　計

外部顧客に対す
る経常収益 10,119 1,146 3,336 2,994 1,236 18,832

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

49


